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研究成果の概要（和文）：食環境データセット（店舗名と住所をもとに開発）と既存の女子学生

のデータセット（約300の市区町村に居住する約1000人）を用いて、食環境と栄養素摂取量（24

時間畜尿による）との関連を検討した。近隣に駄菓子屋/パン屋が多いひとほど、尿中カリウム

排泄量が尐なく、尿中ナトリウム・カリウム比が高かった。また、米屋が多いひとほど、カリウ

ム排泄量が尐なく、スーパー/食料品店が多いひとほど、カリウム排泄量が多かった。さらに、

八百屋が多いひとほど、ナトリウム・カリウム比が低かった。 

 
 

研究成果の概要（英文）：This study examined the association between food environment (based 

on store names and addresses) and nutrient intake (assessed by 24-hour urine collection) 

in a group of 1000 female students living in 300 municipalities. Neighborhood availability 

of confectionery stores/bakeries was inversely associated with urinary potassium, and 

was positively associated with the ratio of sodium to potassium. Neighborhood 

availability of rice stores showed an inverse association with urinary potassium, whereas 

neighborhood availability of supermarkets/grocery stores conversely showed a positive 

association with this variable. Further, neighborhood availability of fruit/vegetable 

stores showed an inverse association with the ratio of sodium to potassium. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 現在われわれはさまざまな食品を摂取し

ているが、食品の利便性（例えば、価格やア

クセスのしやすさ）は、その食品が持つ特性

によって大きく異なる。例えば、油脂や砂糖、
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スナック菓子といった、もっぱらエネルギー

を供給する食品は、保存や輸送が比較的容易

であり、それゆえ、さまざまな場所（例えば、

全国各地に点在しているコンビニエンスス

トアなど）でかつ比較的安価で手に入るため、

利便性の高い食品といえる。一方、野菜や果

物、魚介類や肉類といった、さまざまな栄養

素の重要な供給源である食品は、保存や輸送

に時間的および人的費用がかかり、それゆえ、

比較的限定された場所（例えば、大きなスー

パーマーケットや各種専門店）でしか手に入

らない比較的高価な食品であるため、利便性

の低い食品といえる。一般的に、より健康的

な食品は利便性が低く、より健康的でない食

品は利便性が高い、といえる。 

 摂取する食品の選択にはさまざまな要因

が影響を与えていると考えられるが、このよ

うな食品の利便性は、間違いなく、人々の食

品選択に影響をおよぼす重要な要因のひと

つである。実際、いくつかの観察疫学研究に

おいて、食品の利便性が食品選択に与える影

響が無視できないものであることが示され

ている。例えば、食事にかける金銭的費用が

小さいひと（すなわち、価格において利便性

の高い食品を選択しているひと）は、食事に

かける金銭的費用が大きいひと（すなわち、

価格において利便性の低い食品を選択して

いるひと）に比べて、脂質が多く、果物や野

菜が尐ないといった食事（すなわち、より望

ま し く な い 食 事 ） を 摂 取 し て い た

（Drewnowski et al. Am J Public Health 

2004;94:1555-1559.）。さらに、さまざまな

食品へのアクセスを可能とする場所といえ

るスーパーマーケットへのアクセスのしや

すさが高いひとほど、より健康的な食事（果

物や野菜が多く、脂質が尐ない）を摂取して

おり（Morland et al. Am J Public Health 

2002;92:1761-1767.; Moore et al. Am J 

Epidemiol 2008;167:917-924.）、また、肥満

度が小さい（Morland et al. Am J Prev Med 

2006;30:333-339.）、という報告もある。 

 ところが、これらの研究はすべて欧米諸国

で実施されたものである。欧米と日本におけ

る食習慣や疾病構造の違いを考慮すると、こ

れら欧米の知見がそのまま日本人にも当て

はまるかどうかには疑問が残る。実際、研究

代表者らは以前、18～20歳の日本人女性 3931

人を対象とした横断研究において、食事にか

かる金銭的費用と食品および栄養素摂取量

との関連を検討したところ、食費は、食事の

より健康的な側面（野菜や果物、魚介類が多

い）だけでなく、より不健康な側面（油脂や

砂糖、スナック菓子が多い）とも強く関係し

ており、上述の欧米の研究とは異なる結果で

あった（Murakami et al. Public Health Nutr 

2007;10:1430-1439.）。 

 しかしながら、食品の利便性に関するもう

ひとつの重要な側面であるアクセスのしや

すさに焦点を絞った日本人を対象とした研

究は、その種の全国規模のデータベース（す

なわち、全国の各食料品店および飲食店の地

理的情報データベース）の欠如のため、手付

かずのままである。栄養と健康の関連は広く

認識されており、科学的根拠に基づく正しい

情報を国民に発信していくことが今後ます

ます重要である。それゆえ、日本人を対象と

した独自の研究が必要不可欠である 

 

２．研究の目的 

 

 そこで本研究では、まず平成 21（2009）年

度に、電話帳データをもとに、全国の食料品

店・飲食店の地理的情報データベースの開発

を行い、個人レベルのデータベース（店舗の

住所情報を地図情報システムに入力したも

の。例えば、ある個人の住居から半径 0.8 キ

ロメートル以内にあるコンビニエンススト

アの店舗数などを算出）を作成することとし

た。 

 続いて平成 22（2010）年度には、前年度に

開発した食環境データベースの疫学研究へ

の適用を試みることとした。具体的には、既

存のデータセットを用いて、食環境と食品・

栄養素摂取量との関連、食環境と代謝危険因

子（肥満度や腹囲など）との関連、および食

環境と食事摂取量の生体指標（24 時間蓄尿か

ら推定されたカリウムやナトリウムなど）と

の関連を検討することとした。 

 

３．研究の方法 

 

(1)研究対象者 

 本研究は、栄養士養成校の女子学生を対象

とした既存の横断研究データをもとにして

いる（Murakami et al. J Am Diet Assoc 

2009;109:1606-1611.）。調査は 2006 年 2～3

月および 2007 年 1～3 月に実施され、1176 人

が参加した（参加率 56％）。このうちデータ

に不備がなかった 989 人（蓄尿の解析は 904

人）を本研究の解析対象とした。 

 

(2)近隣の食料品店・飲食店の利用可能性 

 本研究では、近隣の食料品店・飲食店の利

用可能性（neighborhood availability）を、

各対象者の自宅から直線距離で 0.8キロメー

トル以内存在する店舗数とした。日本全国の



 

 

電話帳データ（「電子電話帳 2008Ver.13 業

種版 Special」（日本ソフト販売株式会社）；

個人名を除く。約 770 万件）をもとにして、

店舗の住所情報を、アドレスマッチングを用

いて緯度・経度情報に変換した。それぞれの

店舗を、店舗名をもとに、事業所・企業統計

調査産業分類に従って分類した。それぞれの

対象者について、自宅から直線距離で 0.8 キ

ロ以内に存在する食料品店（スーパーマーケ

ット/食料品店；肉屋；魚屋；八百屋；駄菓

子屋/パン屋；米屋；コンビニエンスストア）

と外食店の店舗数を算出した。 

 

(3)24 時間畜尿 

 すでに妥当性が確立されている 24 時間畜

尿 （ Murakami et al. Nutrition 

2008;24:16-22.）により、客観的な食事摂取

量のバイオマーカーとして、尿中カリウム排

泄量および尿中ナトリウム排泄量を測定し

た。蓄尿当日はふだんと同じような生活を心

がけるよう、各対象者に依頼した。本研究で

は、24 時間カリウム排泄量、24 時間ナトリ

ウム排泄量、ナトリウム・カリウム比を用い

た。 

 

(4)食事摂取量（自己申告） 

 すでに妥当性が確立されている自記式食

事歴法質問票（DHQ）（Sasaki et al. J 

Epidemiol 1998;8:203-215.）により、最近 1

か月間の習慣的な食物摂取状況を評価した。

DHQ は、16 ページからなる構造化された食習

慣質問票で、150 種類の食品および各種栄養

素摂取量を推定することができる。本研究で

扱った変数は以下のものである：肉類；魚介

類；野菜・果物類；パン類・菓子類；めし類；

脂質；食物繊維；エネルギー密度（エネルギ

ー摂取量（kcal）/総摂取重量（g））。 

 

(5)代謝危険因子 

 身長および体重を測定し、肥満度を算出し

た（kg/m2）。また、標準的な測定法を用いて

腹囲を計測した。 

 さらに、安静時の血圧を測定した（2 回）。

また、空腹時採血を実施し、血糖、HDL コレ

ステロール、LDL コレステロール、総コレス

テロール、中性脂肪、ヘモグロビン A1c、イ

ンスリンを測定した。 

 

(6)交絡因子 

 本研究では、以下の変数を交絡因子として

扱った：調査年；居住地域；市区町村レベル；

学校の種類（公立/私立、四大/短大）；居住

形態；外食頻度；身体活動量；喫煙；飲酒；

肥満度。 

 

４．研究成果 

 

(1)主な成果 

①食料品店と 24 時間尿中排泄量との関連 

 考えられる交絡要因を調整した結果、近隣

の肉屋、魚屋、コンビニエンスストアの店舗

数と 24 時間尿中排泄量とのあいだには、有

意な関連は観察されなかった。 

 一方、近隣に駄菓子屋/パン屋が多いひと

ほど、尿中カリウム排泄量が尐なく、尿中ナ

トリウム・カリウム比が高かった（ナトリウ

ム排泄量とは関連なし）。 

 また、近隣に米屋が多いひとほど、カリウ

ム排泄量が尐なかった（ナトリウム排泄量お

よびナトリウム・カリウム比とは関連なし）。 

 さらに、近隣にスーパーマーケット/食料

品店が多いひとほど、カリウム排泄量が多か

った（ナトリウム排泄量およびナトリウム・

カリウム比とは関連なし）。 

 また、近隣に八百屋が多いひとほど、ナト

リウム・カリウム比が低かった（ナトリウム

排泄量およびカリウム排泄量とは関連なし）。 

 

②食料品店と自己申告の食事摂取量との関

連 

 近隣の食料品店の店舗数（スーパーマーケ

ット/食料品店；肉屋；魚屋；八百屋；駄菓

子屋/パン屋；米屋；コンビニエンスストア）

と自己申告の食事摂取量（肉類；魚介類；野

菜・果物類；パン類・菓子類；めし類；脂質；

食物繊維；エネルギー密度）とのあいだには

明確な関連はみられなかった。 

 

③飲食店と自己申告の食事摂取量との関連 

 近隣の飲食店の店舗数と自己申告の食事

摂取量（肉類；魚介類；野菜・果物類；パン

類・菓子類；めし類；脂質；食物繊維；エネ

ルギー密度）とのあいだには明確な関連はみ

られなかった。 

 

④食料品店と各種代謝危険因子との関連 

 近隣の食料品店の店舗数（スーパーマーケ

ット/食料品店；肉屋；魚屋；八百屋；駄菓

子屋/パン屋；米屋；コンビニエンスストア）

と各種代謝危険因子（肥満度、腹囲、収縮期

血圧、拡張期血圧、血糖、HDL コレステロー

ル、LDL コレステロール、総コレステロール、

中性脂肪、ヘモグロビン A1c、インスリン）

とのあいだには明確な関連はみられなかっ

た。 

 



 

 

⑤飲食店と各種代謝危険因子との関連 

 近隣の飲食店の店舗数と各種代謝危険因

子（肥満度、腹囲、収縮期血圧、拡張期血圧、

血糖、H総コレステロール、DL コレステロー

ル、LDL コレステロール、中性脂肪、ヘモグ

ロビン A1c、インスリン）とのあいだには明

確な関連はみられなかった。 

 

(2)得られた成果の国内外における位置づけ 

 本研究は、近隣の食環境と個人の食習慣と

の関連を検討した、日本で初めての研究であ

る。さらに、世界的に有用性が認められてい

る客観的なバイオマーカーである 24 時間畜

尿を用いて食事摂取量を評価している点は、

世界的に見ても初めての試みである。 

 近年、本研究と同様のテーマを扱った研究

は欧米を中心に活発に実施されているが、日

本を含めたアジア諸国の研究は、ほとんど存

在しないのが現状である。欧米とアジアでは

食習慣も食環境も大きく異なるため、欧米の

結果をそのままアジアにおける政策決定や

健康増進キャンペーンに用いるのは、不可能

である。このような意味で、日本人を対象と

した本研究は、日本人（さらには近隣のアジ

ア諸国の人々）にとって、非常に重要な知見

といえる。 

 しかし、本研究には、あらゆる疫学研究と

同様に、いくつかの限界がある。第一に、対

象者が栄養士養成校の女子学生という非常

に限定された集団であるため、本研究の知見

を一般化するのは難しい。第二に、本研究の

食環境データは電話帳に記載の情報をもと

にしているため、ある程度の誤差は避けられ

ないものとなっている。第三に、本研究では

対象者が実際にどこで食品を購入するかの

情報が収集されていないので、自宅から 0.8

キロメートル以内に存在する店舗数という

ものが、どの程度、それぞれの対象者の真の

食環境を表しているかは不明である。さらに、

本研究は横断研究であるので、因果関係につ

いて評価することはできない。 

 

(3)今後の展望 

 上述のような限界はあるものの、今回得ら

れた知見は、日本における食環境と食習慣と

の関連についての科学的研究の第一歩とな

るものである。その意味で、本研究は非常に

重要と考えられる。しかし、ひとつの疫学研

究の結果から最終的な結論を導き出すのは

非常に困難であるので、今後、同様のさらな

る研究が必要であることは言うまでもない。

その際、今回開発された食環境データベース

を有効に活用できるものと期待される。 
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